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「Gen-Y」世代が主力ユーザー
となるときのIT

CONTENTS Ⅰ　環境変化に対する日本企業の取り組み
Ⅱ　Gen-Yが中核となる社会におけるITのあり方
Ⅲ　Gen-Y時代に向けた企業のIT戦略

1	 日本におけるITサービス産業は、顧客である各企業のコスト削減策によって
成長が伸び悩み、また各企業のIT（情報技術）部門や情報子会社も有効に機
能せず、これらも企業の成長の足かせとなって伸び悩んでいる。

2	 環境変化に対する各企業の取り組みは、コスト削減よりもトップライン（売上
高）を伸ばす施策を重視する流れに変化してきており、顧客一人ひとりを見た
「多様性への対応」を推進する動きが見られる。

3	 顧客の多様性対応に伴い、それを支える情報システム、とりわけアプリケーシ
ョンソフトのライフサイクルが短くなると考えられる。また、数年後に企業の
主力顧客となる「Gen-Y（ジェネレーションY）」の世代（1981～2000年生ま
れ）の振る舞いは、企業の情報システムに影響を与える一つの要因になろう。

4	 その時代の情報システムの開発スタイルは、金融機関やバックオフィスなど、
品質重視やライフサイクルの長いシステムと、より顧客接点の近いシステム
の、異なるライフサイクルに応じてマネジメント方法を選択する必要がある。

5	 Gen-Yが主力ユーザーとなる時代の情報システムを実現するうえでクリアすべ
き課題として、短いライフサイクルで情報システムを実現するスキル（技能）
を持った「開発者の確保」と「外部サービスの目利き」の２つがあると考えら
れる。経営戦略とIT戦略が多様性への対応に向けてともに動き出すために、
自社の情報システムをあらためて再点検し、数年後に向けた準備のアクション
を取るべき時期に来ているであろう。

特集 多様性の時代におけるIT経営

要約

古川昌幸
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Ⅰ	 環境変化に対する日本企業の
	 取り組み

1	 伸び悩む日本のITサービス産業
2008年９月のリーマン・ショック以降、日

本の各企業はコスト削減に積極的に取り組
み、IT（情報技術）への投資もその対象と
なるなかで、20％近く削減されてきた。この
内訳を見ると、新規開発の停止と既存の情報
システム対する維持管理費用の削減である。
この流れを受けて、日本のITベンダーの多
くは、2010年度第２四半期の売り上げが前年
同期比で３％前後、大きな事業者では７％を
超える減収となった。また、営業利益につい
ては、富士通を除き20 〜 30％近くの減益と
いう事業者が多く、厳しい結果となっている

（表１）。
一方で海外の状況を見ると、ITサービス

市場の売り上げは2010年から2.9％増と、わ
ずかではあるものの増加傾向に転じると調査
会社のガートナーは予測している。実際に、
アジアでは中国がいち早く回復基調に乗り、
IT投資の新たな牽引役を果たしている。ま
た北米においても、米国の回復が本格的では
ないとはいえ、回復基調に移行するのに伴い

IT投資も増加すると予想されている。こう
した世界の情勢のなかでは、日本だけが取り
残された状態にあるように思える。

日本のITサービス提供側が苦戦するなか、
各企業はITにどのように対処しているので
あろうか。各企業はコスト削減のみを追求
し、ITに投資していないのかというと、そ
うではない。仮想化技術やクラウドコンピュ
ーティング環境への移行など、ある程度の投
資を伴う維持管理費用削減策を実施している
のである。野村総合研究所（NRI）が毎年実
施している「経営戦略におけるIT（情報技
術）の位置付けに関する実態調査」（以下、

「実態調査」）の2010年の結果からも、IT投
資の目的として「業務の改善」を重視する企

表1　主要なITベンダーの2010年度第2四半期決算の状況
（単位：百万円）

売り上げ 営業利益

NTTデータ 533,727（＋0.2％） 25,397（▲24.1％）

ITホールディングス 154,009（＋4.8％） 4,667（▲19.6％）

野村総合研究所（NRI） 162,106（▲2.9％） 16,009（▲27.5％）

日立製作所（ソフト・サービス） 520,100（▲1.6％） 30,700 （▲1.6％）

富士通（サービス） 1,129,100（▲3.8％） 38,500（＋12.2％）

NEC（ITサービス） 370,981（▲3.0％） 3,543（▲66.1％）

日本ユニシス 116,531（▲7.4％） 1,386 （▲1.1％）

注 1）カッコ内は前年同期比
　 2）IT：情報技術
出所）各社IR（投資家向け広報）情報より作成

図1　IT投資の目的・目標

出所）野村総合研究所「経営戦略におけるIT（情報技術）の位置付けに関する実態調査」2010年
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業が66.8％と、こうした動きを裏づける結果
が表れている。また、経営状態を事業横断的
に把握するための「経営管理の高度化」が
46.3％と続いている（前ページの図１）。

2	 成長の足かせになるIT部門
昨今、企業の成長にとってITの効果的な

利活用は不可欠といわれているが、実際に利
活用を推進する立場のIT部門や情報子会社
は、自身が抱えている課題についてどのよう
な見方をしているのだろうか。筆者らがその
長であるCIO（最高情報化統括責任者）への
インタビューを実施した結果、以下のような
問題認識を持っていることがわかった。

● ITベンダーにアウトソース（外部委託）
してから、自社のIT人材の高齢化や減
少、業務ノウハウの流出などが進んでい
る（製薬）

● IT本部の評価視点は「自社ITが業務改
革に貢献しているか」であり、実際に貢
献しているかどうかは、結果としての会
社業績で評価している（精密機械）

● 情報子会社の強化も含め、中期計画を今
年度中に検討したい（小売り）

● 一昔前までは、SE（システムエンジニ
ア）がシステムを勝手につくって業務を
合わせてきたが、今はそうもいかない。
さまざまなユーザーが使う場面を想定
し、「使える」システムをつくらなけれ
ばならないと感じている（放送）

● IT部門のあり方や人材をどうするかを
あらためて検討している。情報子会社
は、発注者の言いなり状態でやってきた
が、発注者が厳格に要件定義ができない
なか、結局使えないシステムができ上が

ってしまっている（電力系）
これらの声をまとめると、CIOは、①IT人

材に対する質・量の不足、②業務知識の不足
によるITの事業貢献への未充足、③IT部門
の自立──といった３つの課題への対応が必
要と考えているといえるだろう。これらの課
題が原因となって、日本企業のITは事業の
変化のスピードに対応するのに必要なリソー
ス（経営資源）やスキル（技能）が十分では
なく、企業の成長の足かせになっていると考
えられる。

3	 多様性への対応が経営課題に
事業環境の変化の主役である顧客の視点か

ら、企業はどのように変化すればよいのかを
考察してみることで、ITに対する取り組み
方も鮮明になってくると考えられる。

一般的に企業の成長においては、業務改善
など「ムダ取り」をしつつ、新たな商品やサ
ービスの開発などトップライン（売上高）を
伸ばす施策も並行させる。本稿には未掲載で
あるが、前述の「実態調査」によると、経営
戦略において最も取り上げられたのは「営
業、販売、マーケティングに係わる方向性

（81.6％）」であり、前年（2009年）よりも7.0
ポイントも増加している。

また、これらの企業が積極的に取り組んで
いる経営施策は、「付加価値の高い商品・サ
ービスへのシフト（26.0％）」「営業現場にお
ける情報活用力の強化（25.2％）」「市場やニー
ズに応じた商品・サービスの多様化（24.0％）」
であり、顧客一人ひとりをよく見て分析し、
それぞれに合った商品・サービスのターゲテ
ィングをきめ細かく行うことで売り上げを伸
ばしていこうとしている姿勢がうかがえる。
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すなわち、トップラインを伸ばすためのキー
ワードは「多様性への対応」にあると筆者は
考えている。

この「多様性」に関しては、メディアの世
界でも興味深い現象が観測された。たとえば
2010年に実施された民主党の代表選挙におい
て、党代表にふさわしい人物として世論はど
のような見方をしていたのだろうか。新聞・
テレビなどのマスメディアによる世論調査で
は、60％強が「小沢氏不支持」と報じた。一
方、ブログや「Twitter（ツイッター）」など
のネットメディアでは、60％強が「小沢氏支
持」であった。都市部と地方ではメディアに
対する信頼度も異なるほか、インターネット
の利用状況も年代によって異なるため、ネッ
トメディア上の個人の声が世論をどれだけ反
映しているかについては検証の余地はある。
しかし、マスメディアが保守的・守旧的な印
象があるのに対して、ネットメディアでは変
化を望んでいるという印象を与えた現象とい
える。

また、尖閣諸島沖での中国漁船との衝突事
件の映像がインターネットに公開されたこと
も、その投稿者が既存のマスメディアとは異
なる価値観のもとで取った「振る舞い」を示
す象徴的な事例といえる。このことは、「ネ
ット社会」が「脱マスメディア」を指向し、
多様性へ対応していくことを要請していると
いえるのではないだろうか。そして、これら
のネットメディアの台頭の原動力となってい
るのが、クラウドコンピューティングのテク
ノロジーであり、「iPhone（アイフォーン）」
やOS（基本ソフト）に「Android（アンド
ロイド）」を採用したスマートフォン（高機
能携帯電話端末）の登場である。

こうした情報家電や、あるいは行政サービ
スなどに見られるように、日本が今後ネット
社会へ移行していくことを考えると、そこか
ら要請される多様性への対応は必然の流れで
ある。また、前述の「実態調査」に見られる
ように、企業もその成長を多様性への対応に
求めていくと考えられ、その主力ユーザーの
価値観や行動様式を観察することが重要であ
る。それにはITが大きく関与することとな
り、IT部門が多様性への対応に注力するこ
とで、企業成長の足かせから外れるヒントが
得られることになるのではないであろうか。

Ⅱ	 Gen-Yが中核となる社会に
	 おけるITのあり方

1	 Gen-Yの特徴
ネット社会への移行を見すえ、今後の10年

間を一つの区切りとして想定したときに、企
業が観察すべき対象は誰なのか。筆者は
iPhoneや「iPad（アイパッド）」、Android端
末、クラウドコンピューティングなど新しい
技術の使い手の中心は、1981〜2000年に生ま
れた「ジェネレーションY（Generation-Y）」

（以下、Gen-Y）と呼ばれる世代であると考
える。その人口規模は約2600万人であり、ベ
ビーブーマー世代（1946〜64年生まれ）や

「ジェネレーションX」（1965〜80年生まれ）
とほぼ同数である。

2010年時点でGen-Yは10〜30歳であるが、
10年後には20〜40歳となり、この世代が企業
の成長を牽引する主力顧客になっていく。そ
こでGen-Yの特徴を分析することによって、
社会やITがどのように変化していくのかを
考察し、彼らの果たす役割が何であるのか、
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併せてそのときの情報システムはどうあれば
よいのかを論じる。

まずGen-Yの行動様式を観察すると、彼ら
にとって「当たり前」として捉えられている
ことが３つある。

１つ目は、「どこでもインターネットが使
えること」である。Gen-Yが物心ついたとき
から、インターネットや無線LANなどが当
たり前のように存在し、企業内だけでなく家
庭内にも普及していた。授業でインターネッ
トを利用することをカリキュラムに組み込ん
でいる小学校も多い。

２つ目は、「インターネットを通して人間
関係を構築していくこと」である。携帯ゲー
ム機や携帯電話端末・スマートフォンなど、
無線（Wi-Fi）対応や3G（第３世代携帯電話）
機器でインターネットにつながることはGen-Y
にとっては当然であり、現実世界の友人だけ
でなく、インターネットの世界での遊び仲間
すら、自宅に居ながらにして増えていく体験
をしている。インターネットを通したこうし
た人間関係の構築は、「Mixi（ミクシィ）」
やTwitter、「FaceBook（フェイスブック）」
に代表されるソーシャルネットワーキングの
普及によってより一般的になりつつある。

３つ目が「必要なものはダウンロードして
使うこと」である。iPhoneやiPadの普及によ
って、アプリケーションソフトや書籍、音楽
などいわゆる「コンテンツ」は、自分の好み
でダウンロードして利用する方法が習慣化し
つつある。

企業のITサービスは、Gen-Y世代における
この３つの当たり前にもとづく振る舞いが習
慣化していくことを前提にデザインしなけれ
ばならない時代になると推測される。

2	 ITの世界において
	 Gen-Yが果たす役割

ITサービスを提供する側からすれば、
Gen-Yの振る舞いはどのように映るのだろう
か。最初にいえることは、彼らは、携帯電話
端末やiPadがあればたいていの用事を済ます
ことができる人々だということである。

たとえば、インターネット証券のオンライ
ントレードを利用して株式の売買をしている
ユーザーを見れば、裏側にあるトレーディン
グの情報システムには関心がなく、自分にと
って有益な情報がいかに提供され、いかに早
く約定できるかに関心がある人々である。デ
イトレーダーなら操作は自宅のパソコンから
になろうが、時間に制約のあるサラリーマン
であれば、オンライントレードを携帯電話端
末から手軽に利用できることが望ましい。そ
ういった意味では、インターネットがつなが
ることが当たり前の世代とは、誰かがつくっ
たコンテンツ（IT）を利用することに慣れ
ている人々であるといえるだろう。

アプリケーションソフトを利用する際、
Gen-Yは携帯サイトやiPhone向けアプリケー
ションソフトを販売する「AppStore（アッ
プストア）」などから自分の端末にダウンロ
ードする。まずは無料のアプリケーションソ
フトをダウンロードし、気に入れば有料版を
ダウンロードするといった振る舞いをする。
同じアプリケーションソフトであっても無料
版は有料版に比べて利用できる機能に制約が
設けられている。アプリケーションソフトを
提供する企業側にとっては、無料版でいかに

「気に入ってもらえるか」が、有料版を多く
ダウンロードしてもらうための鍵となる。

一方、無料版であればアプリケーションソ
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フトに多少の不具合があってもクレームとな
るケースは少なく、企業側にとって無料版の
ユーザーは、むしろ不具合の報告を無償でし
てくれるありがたい人々である。ただし、
Gen-Yは、無料であるがゆえに自らの評価に
他のユーザーの評判も加味し、評判の良いア
プリケーションソフトにどんどん取り換えて
いく「浮気な人々」でもある。

なぜこのようにアプリケーションソフトを
次々と取り換えていくことができるのか。そ
の理由として、データがインターネット上の
サーバー（以下、クラウドサーバー）側に存
在していることが大きい。

一例としてTwitterを取り上げてみよう。
TwitterはパソコンからTwitterの公式Web
サイトにアクセスし、Webインターフェー
スで利用する。また、ツイッター（企業）
は、Twitter（サービス）にアクセスするた
めのAPI（アプリケーション・プログラム・
インターフェース）を公開しているため、
Twitterを利用するためのクライアントアプ
リケーションソフトを誰でも自由につくるこ
とができる。インターネットに流通している
のはこのクライアントアプリケーションソフ
トである。自らが発したメッセージや自分が
フォローしているアカウントなど、個人的に
設定した情報は、ツイッターのクラウドサー
バー側に記録されているため、クライアント
アプリケーションソフト側で保有している情
報は、Twitterのアカウントとパスワードだ
けである。この情報にしても、毎回サインイ
ンするのが面倒であるために保有している情
報にすぎない。

では、Gen-Yが数年後に社会の中核を占
め、Twitterを含めさまざまなITサービスを

利用する主力ユーザーとなるとき、Gen-Yの
振る舞いはアプリケーションソフトやITサ
ービスを提供する企業側にどのような影響を
与えるのだろうか。

クライアントアプリケーションソフトは、
その機能を着実に向上させていかなければ、
評判の良い他の同ソフトにすぐに置き換えら
れ使われなくなってしまう。すなわち、開発
したプログラムは短期間にどんどん置き換え
られていく、またはスクラップアンドビルド
のように、つくってもすぐに破棄しなければ
ならない事態が繰り返されることになる。こ
のことは、アプリケーションソフト開発に時
間とコストをかけることができなくなること
を意味しており、６カ月や１年かけて開発し
ても、その寿命が数カ月しか持たなければ、
いくら開発しても開発側が追いつかない状況
に陥る。

また、短期間で開発コストを回収せねばな
らず、大きなコストをかけて充実した機能を
提供しようとする試みは、逆にリスクが高ま
る。一般的に、顧客の多様性に対応すること
は新たなサービスの市場投入になるため情報
システムのライフサイクルの短縮化につなが
るが、そのユーザーであるGen-Yの振る舞い
が短縮化にさらに拍車をかけると考えられる。

これまでは、企業の顧客としてのGen-Yの
振る舞いを見てきたが、企業内のユーザーで
ある事業部門やITベンダーへの発注者とし
てのIT部門にもGen-Yは存在し、企業内情報
システムの開発に対してもGen-Yの振る舞い
が影響を与えることになる。

実際、ある企業が工事手配管理システムの
構築に際して提案要請を行ったときの事例を
紹介する。この情報システムが対象とする業
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務のポイントは、工事担当者の作業スケジュ
ールを調整し、作業が予定どおり進捗するよ
うにその分の要員を手配することであり、工
事担当者のスケジュールを管理する機能が求
められた。

この提案要請に対して大手のSI（システム
インテグレーション）ベンダーＡ社はプログ
ラムを一から開発するスクラッチ開発を、開
発期間６カ月、予算30億円で提案した。一
方、中堅のSIベンダーＢ社は、外部サービス
であるSalesforce.com（セールスフォース・
ドットコム）を利用し、不足している機能の
追加開発を、開発期間３カ月、予算３億円で
提案した。稼働後のランニングコストや維持
管理費用を考慮すると、一概にＢ社が安いと
はいえないが、初期コストやサービスインま
での期間に着目するならば、単に機能の充実
度合いや品質だけで、両社の差を合理的に説
明できない。今後、このように、外部サービ
スを使って早く安くつくることに抵抗のない
Gen-Y世代の特徴のような開発がますます増
えていくと予想される。

同様な動きに「コンシューマーライゼーシ
ョン」がある。この意味は、コンシューマー

（消費者）向けの技術が企業の情報システム
に取り込まれていくことを表している。1980
年代後半に起こったメインフレームからクラ
イアント・サーバーの時代への変化も、これ
まで個人が利用していたWindows（ウィン
ドウズ）パソコンが企業内で利用されるよう
になったからであり、2000年前後のWebコ
ンピューティングの時代からは、インターネ
ットやWebが企業の情報システムとして利
用されるようになった（図２）。そしてクラ
ウドコンピューティングの時代に突入しよう
としている現在、前述したGen-Yのような振
る舞いが、企業の情報システムでも「当たり
前」の時代になっていくことが十分予想され
る。

3	 Gen-Y時代の情報システムは
	 「3S＋C」

Gen-Yが主力ユーザーとなる時代における
企業の情報システムの姿はどうあるべきなの
か。携帯電話を端末として使用している事例
として、筆者が2010年５月に米国のアップル
ストアでiPadを購入したときに体験した実例
を紹介する。

図2　コンシューマーライゼーション

注）EA：エンタープライズ・アーキテクチャー、SOA：サービス・オリエンテッド・アーキテクチャー
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米国のアップルストアも、店舗自体は日本
国内と同様に、iPadを含めたアップルの商品
が展示され、手に取って操作を確認できるよ
うになっており、数名の店員が商品説明のた
めにフロアにいる。

店員にiPadを購入したいと伝えるとバック
ヤードに行き、商品の入った箱を持ってきて

「これでよいか」と確認を求めた。「OK」と
伝えると店員は腰にぶら下げたiPhoneを取
り出し、箱のバーコードをスキャンした。
iPhoneの画面には商品名と金額が表示され、
店員はそれを見せて筆者に確認させた後、筆
者 か ら ク レ ジ ッ ト カ ー ド を 受 け 取 る と
iPhoneに取り付けたクレジットカードリー
ダーで読み込んだ。カード会社とオーソリチ
ェック（与信照会）をした後、店員は筆者に
iPhoneを渡し、画面に指でサインするよう
に求めた。サインを済ませると店員は商品を
包装するために近くのテーブルに行き、その
テーブルの下に取り付けられた小型のプリン
ターで印刷したクレジットカードのレシート
とともに、包装された商品を筆者に渡し、そ
れで終わりであった。

すなわち、このアップルストアにはキャッ
シャーやPOS（販売時点情報管理）レジスタ
ーはなく、iPhoneとカードリーダーのアダ
プターでレジの機能を実現してしまってい
る。もちろん、小銭を扱うような店舗ではレ
ジレス店舗の実現は無理であるが、クレジッ
トカードでの購入が中心となる価格帯の商品
を扱う業態の店舗であれば、アップルストア
のこの方法は日本でも十分実現可能であろう。

この事例が特徴的なのは、普段自宅のパソ
コンや携帯電話端末などからインターネット
を利用してクレジットカードで商品を購入す

るスタイルに慣れた消費者が、実店舗でも同
じ感覚（スタイル）で商品を購入できること
である。また、隠れた利点として、レジに並
ぶことがないため、途中で「気が変わる」時
間を消費者に与えないことも、店舗側にとって
効率を高める要素になっていると考えられる。

これは、Gen-Y時代の情報システムの先進
事例であるが、このような情報システムを今
後構築していくためにはどのようにすればよ
いのだろうか。求められる要件を、①システ
ム構成、②開発方式、③利用技術、④開発体
制──の４つの視点で整理したい。

（1）	 システム構成

システム構成に求められる要件としては、
ライフサイクルの短いアプリケーションソフ
トを次から次へとサービスインしても、既存
の情報システムに与える影響は局所化されて
いるということである。すなわち、SOA（サ
ービス・オリエンテッド・アーキテクチャ
ー）を採用していることである。

しかし、日本企業の情報システムの多く
は、これまで、機能による競争力強化の実現
にとって最適な開発を行ってきたことから、
情報システム同士が密結合となっている場合
が多く、サービス単位での切り分けが難しい
構造になっている。そのため、SOAに移行
するには、全面再構築という一時的に大規模
なコストが発生し、SOA化になかなか踏み
切れない企業が多いというのが実状である。
ただし、事業環境の変化が今後も続いていく
ことを考えると、いつかは乗り越えなければ
ならないハードルであり、このハードルをう
まく乗り越えるためには、現行の情報システ
ムを「可視化」「標準化」しておくことが肝
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要である。
では、可視化はどのようにすればよいので

あろうか。人事や会計といったどの会社でも
比較的共通する業務、および顧客からの受注
以降、精算までの業務、そして経営管理のた
めの業務を対象とした情報システムから構成
されるものを、ここでは「バックオフィス系
システム」と呼ぶ。一方、営業や販売、顧客
管理など、顧客とチャネルするシステム群を

「フロント系システム」と呼ぶことにする。
加えて、フロント系システムとバックオフィ
ス系システムをつなぐためのデータ群を「セ
ントラルデータベース」と呼ぶ（図３）。

この３つのカテゴリーで現行の情報システ
ムがどのように配置されているのかを可視化
することによって、本来切れ目を持たせるべ
きところが密結合になっていないか、セント
ラルデータベースに格納すべきデータがシス
テム固有のデータベースとして点在していな
いかなど、SOA化に当たって手をつけなけ
ればならない対象があぶり出される。

一方、標準化については、ハードウェアや
採用製品といったシステム基盤の標準化も必
要であるが、SOA化に向けてはセントラル

データベースとフロント系システム、あるい
はバックオフィス系システムとのデータのや
り取りにかかわるインターフェースを標準化
する必要がある。これは、フロント系システ
ムのアプリケーションソフトが商品単位やサ
ービス単位に構成されるのに対して、バック
オフィス系システムは企業内の組織単位と結
びつきやすいからである。したがって、デー
タの取り扱いに関して基準とする時間や単位
が異なるため、データへのアクセスルールを
定めておかないとセントラルデータベース自
体が複雑化し、管理が難しくなる。このため
の標準化が、業務改善や維持管理を容易にす
るという点でもその意義は大きい。

また、サービスを提供するアプリケーショ
ンソフトにアクセスするためのインターフェ
ースを標準化し公開することで、情報システ
ムの利用者である顧客や社員が利用するクラ
イアントアプリケーションソフトを自由につ
くることができ、情報システムの利用率が高
まって、結果として多くのトランザクション
を生む土壌ができ上がると考えられる。

（2）	 開発方式

開発方式は現在でもウォーターフォール型
やスパイラル型、アジャイル型など複数存在
し、情報システムの特性によって使い分けら
れている。しかし、Gen-Y時代に入るとアプ
リケーションソフトのライフサイクルが短く
なることから、短時間での開発を実現する開
発方式を身につけなければならなくなる。一
般的に情報システムの開発は、品質（Q）、
コスト（C）、納期（D）の３つの条件の優先
順位を定めて計画を策定する。金融機関では、

　Ｑ＞＞Ｃ≧Ｄ

図3　SOAを意識した情報システム構成イメージ
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の優先順位が一般的であり、流通やサービ
ス業など売上高におけるIT投資額が１％未
満の業種では、

　Ｃ≧Ｄ＞Ｑ
となることが多い。これがGen-Y時代にな

ると、顧客向けのサービスは、
　Ｄ≧Ｃ＞Ｑ
に変化すると考えられる。すなわちGen-Y

時代とは、他社に先駆けてサービスインして
少しでも先行者利益を確保することを最大の
目標とし、サービスがコモディティ化（日用
品化）した瞬間に新たなサービスを投入する
というサイクルでビジネスを成長させていく
モデルに変化する。

このモデルにおいては、多機能・高品質な
情報システムは全く意味をなさない。ある程
度の水準の品質であれば、あとは頻繁なアッ
プデート（改修）により機能や品質を徐々に
高めていく戦術を取る。このスピード開発の
究極の期間として、開発の意思決定をしてか
らリリースまで最終的に72時間になるのでは
ないかと筆者は考えている。

現在、このモデルに一番近い業態は携帯電
話のキャリア（通信事業者）である。複雑な
多数の料金プランによる割引競争は、まさに

「浮気な」Gen-Yがメイン顧客である携帯電
話のキャリアならではの動向といえる。2010
年の「学割サービス」は、４月に中学や高校
への入学を控えた学生向けのプランのサービ
スを２月に開始する必要があった。この新サ
ービスを他社に先駆けて１月下旬に発表した
Ａ社がサービスインしたのは２月上旬であっ
た。Ａ社に遅れること１週間でＢ社が対抗サ
ービスを発表し、２月１日にはサービスを開
始した。発表からサービス開始までおよそ３

日間である。さらにＢ社の発表に遅れること
１週間でＣ社が対抗サービスを発表し、翌日
の２月４日にはサービスを開始した。

結果、一番最初に発表したはずのＡ社のサ
ービス開始が一番最後となってしまった。Ｃ
社のケースは、業務を現場に展開するスピー
ドの速さの勝利といえるだろうが、Ｂ社の場
合は業務を現場に展開するスピードと情報シ
ステム開発のスピードを同期させながら進め
た好事例といえる。Ｂ社のケースは実際に72
時間で情報システムを開発したのではなく、
事前に今後想定されるサービスを準備してお
り、Ａ社が発表したサービスの内容を受けて
初めてＢ社の対抗サービスが確定したことを
考えると、Ｂ社にはスピード開発の土壌がす
でにそろっていたといえるだろう。

スピード開発を実現するには、プロジェク
トの粒度を従来の考え方から変える必要があ
る。たとえば、従来ならば１つとして組成し
たプロジェクトを20個のマイクロプロジェク
トにすることで、１つのマイクロプロジェク
トが稼働するまでの時間を短縮することが可
能となる。また、従来の情報システム開発に
おいては、工程ごとに設計書や計画書などの
ドキュメントを多数作成し、レビューを重ね
ることで品質を確保したり、WBS（Work 
Breakdown Structure：作業分解図）による
進捗管理をしていたが、いくらマイクロプロ
ジェクトにしたからといって、これらすべて
を同じようにこなしていたのではとても時間
が足りない。一部のドキュメントの作成など
いくつかの手順は後回しにしなければならな
い。ただし、プロセスの証跡が求められる金
融機関では、手順の後回しができないため、
スピード開発は適さないといえる。
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（3）	 利用技術

ライフサイクルが短くなるなかで、コスト
を抑えた情報システムを構築するためには、
開発期間を短くする、すなわち開発量を減ら
すことを考えなければならない。そのために
は、パッケージ製品を活用したり、外部サー
ビスを活用することで自社開発量を減らすこ
とになる。ガートナーの調査によると、日本
のSaaS（サース：Software as a Service、サ
ービス型ソフトウェア）市場は2010年から14
年の４年間の平均成長率（CAGR）は12.1％
で、14年の市場規模は484億円になると予測
されている。日本のITサービス市場全体の
伸び率が毎年平均１％であることを考える
と、大きな成長領域であることがわかる。

海外でも中堅企業を中心に、すでにこの流
れが定着化する動きを見せている。米国でヘ
ルスケアサービスを事業とするＳ社は、新た
なCIOを迎え、外部サービス（SaaS）を積極
的に活用してITコストを低減した。同社の
CIOは自社開発に対してこのようにコメント
している。
「自分でつくればリスクもあり、それを維持
管理しなければならない。自社開発では、バ
ージョン１をつくると、通常バージョン２が
リリースされることはない。なぜなら、バー
ジョン１を維持管理するのに忙しいからであ
る。バージョン２や３に移行する金と時間が
ない」

また、外部サービスを利用しないことのデ
メリットについて、以下のようにコメントし
ている。
「もしSaaSを使っていなければ、ITスタッ
フがあと10人必要である。うち半分はハード
ウェアを含めたインフラの維持管理に充てな

ければならない。残りの半分はアプリケーシ
ョンソフト開発と維持管理に充てることにな
るだろう。そして今、SaaSで実現している
機能の30％程度しか完成していないだろう」

この新CIOのもと、Ｓ社は情報システムの
開発方法を大きく変えたことで、CIO就任後
１年半で、従来からのITスタッフの75％が
退職することになった。これまでのメインフ
レームでのウォーターフォール型の開発に慣
れきっているマインドセット（心構え）と、
新CIOが求めるマインドセットが大きく異な
ったためである。

このＳ社の事例のように、Gen-Y時代に向
けては、外部サービスを積極的に利用した情
報システムの開発は一つの解として有効と考
えられる。しかし、人材の流動化が米国ほど
激しくない日本では、ITスタッフのマイン
ドセットを切り替えないと生産性が上がら
ず、コストも削減できないという結果につな
がる。このように、日本のIT部門が解決し
なければならない課題はまだ存在する。

（4）	 開発体制

企業の成長に貢献するIT部門は、Gen-Y時
代に向けてどのような組織になるべきであろ
うか。それには、受け身体質になりがちな
IT部門が自立的かつ自律的な組織になるこ
とが求められており、そのためには２つのコ
ラボレーション（協業）ができる開発体制を
構築しなければならない。

１つは、IT部門とITベンダーのコラボレ
ーションによって新サービスの開発体制を構
築することであり、これの実現により事業部
門にビジネス価値を提供することができる。
このコラボレーションが求められる背景とし
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て、事業の拡大に伴って自社の情報システム
が大規模化・複雑化し、IT部門は情報シス
テム全体に精通する人材を持つことが困難に
なっている点がある。また、前述のように
ITコスト削減や開発スピードを上げるため
には、パッケージ製品や外部サービスの活用
は避けられない。もはやIT部門単独では新
サービスの開発どころか、自社の情報システ
ムを構築・維持していくことさえも困難な状
況にあるといえる。

この課題を解決するには、ITベンダーと
良質のパートナー関係を構築し、コラボレー
ションによって情報システム全体をカバーし
ていくという視点から、自社のITをマネジ
メントする組織に変貌させていくことが肝要
と考える。

もう１つは、IT部門が事業の展開スピー
ドの足かせとならないように、経営層や事業
部門と一体になった情報システムの開発体制
を構築することである。Gen-Y時代には、IT
によるビジネス価値の提供が常に要求される
ようになるが、ITだけでビジネス価値が創
造できる領域は限定的であり、その価値は経
営層や事業部門とのコラボレーションによっ
て創造する必要がある。たとえばIT部門が、
経営層に現在の自社のビジネスの状況をタイ
ムリーに示すことで経営層の意思決定のスピ
ードを上げるよう支援し、事業部門に対して
は営業活動のチャネルを広げ、新サービスを
提供することでトップラインを伸ばす支援を
する。

この２つのコラボレーションを実現する開
発体制を構築するに当たって、IT部門が考慮
すべきポイントは２つある。１つは、IT戦略
やIT中期計画が経営や事業部門とIT部門のコ

ラボレーションを実現する内容を記した成果
物になっていること、もう１つは、IT部門が
クリエイティブな業務に回帰することである。

IT部門にインタビューすると、以前のIT
部門には活気があり、新しい技術を使って情
報システムをつくり上げる楽しさがあった
が、現在は事業部門からの要請に応えるだけ
で精一杯で、かつトラブルを起こせないとい
うプレッシャーのなかで情報システムを構築
しているため、ストレスが大きく業務は楽し
くないという声が聞かれる。コラボレーショ
ンを単なる掛け声だけにしてしまうと、パー
トナーとなるITベンダーがIT部門のストレ
スのはけ口になるおそれもあり、それでは
IT部門は崩壊するのではないかという危機
感を強く感じる。これを回避するためにも、
IT部門はITのマネジメントだけでなく、以
前のようなクリエイティビティを取り戻すこ
とが重要な要素となってくると考える。

ここまで、Gen-Yが主力ユーザーとなる時
代の情報システムのあり方を４つの視点で論
じてきたが、キーワードは「SOA」「スピー
ド（Speed）開発」「外部サービス（Service）」

「 コ ラ ボ レ ー シ ョ ン（Collaboration）」 の
「3S+C」である（図４）。

図4　次世代の情報システムは「3S+C」

注）SaaS：サース（Software as a Service）

72時間 マイクロ
プロジェクト開発方式 スピード（Speed）

開発

システム構成 可視化SOA 標準化

外部サービス
（Service）

SaaS利用技術 クラウドコン
ピューティング

IT戦略・
IT中期計画開発体制 コラボレーション

（Collaboration）
クリエイ
ティブ回帰
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Ⅲ	 Gen-Y時代に向けた
	 企業のIT戦略

1	 情報システムがマネジメント
	 できなくなる日

2000年代初めから、ITマネジメントの分
野は、IT戦略、IT投資管理、IT組織管理、
情報システム管理──の４つの分野に体系化
され、現在この考え方は広く普及していると
いってよい。2010年以降20年に向けたトレン
ドでは、ITコストの削減要請は継続され、
情報システムはさらに複雑化していくと考え
られる。なかでも個々の開発プロジェクトは

マイクロ化し、短時間でのスピード開発が進
んでいくことを想定すると、従来のドキュメ
ントとレビューを中心としたプロジェクトマ
ネジメントの方法では、ライフサイクルの短
いプロジェクトに対しても多くの時間を必要
とし、そのための管理コストの比重も大きく
なる。そのため、いくつかの手順の簡略化を
考える必要が生じてくる。

従来のプロジェクトマネジメントは、開発
工程が上流から下流まで定められているウォ
ーターフォール型の開発モデルをもとに成熟
度を高めてきたが、Gen-Yが主力ユーザーの
時代になると、スパイラル型やアジャイル型
の開発スタイルが増加することが予想され
る。そのため、従来のプロジェクトマネジメ
ントの手法でプロジェクトをコントロールす
ることは難しい。システム全体を見れば、ウ
ォーターフォール型で開発する情報システム
とスパイラル型・アジャイル型で開発するシ
ステムとが混在することになるため、IT部
門は、それぞれの開発スタイルに適したプロ
ジェクトマネジメントを使い分けてコントロ
ールするようなスキルを身につけなければな
らない。

一方で、変化の少ない業務や金融機関のよ
うに、品質を担保しなければならない情報シ
ステムに対しては、従来型のITマネジメン
トが引き続き有効である。すなわち、自社の
情報システムのなかで、従来型でマネジメン
トするシステムと、Gen-Y時代に向けてスピ
ードとコスト優先でのマネジメントを行う情
報システムを選別しなければならない。第Ⅱ
章においてフロント系システムとバックオフ
ィス系システムという２つのカテゴリーに分
類したが、フロント系システム群はスピード

表2　ライフサイクルによるマネジメントのウェイトの違い

旧来型開発 72時間型開発

進捗管理 ● 成果物定義
● WBS（Work Breakdown 

Structure：作業分解図）作成

● タスクのパターン化
● チェックポイントによる
進捗確認

品質管理 ● 設計レビュー
● 品質管理項目
● 品質分析

● 最終レビューのみ
● バグの解消

コスト管理 ● 管理費目定義
● コスト実績収集、予実績管理

● 時間内で終われば追加コ
ストなし

リスク管理 ● 予見リスクの洗い出し
● リスクのモニタリング

● リスクが発現すれば、次
の72時間で対応

課題管理 ● 課題管理手順定義
● 課題の消し込みモニタリング

● 同左

変更管理 ● 変更要求管理
● WBS、コストへの反映

● 変更要求管理のみ

表3　少数精鋭チームの組成にかかわる試算

インハウス型 アウトソース型

IT組織規模 100人 20人
IT人材構成 企画・管理

インフラ
APL開発

10％
20％
70％

企画・管理
インフラ
APL開発

60％
10％
30％

新サービス対応 12～13人 1、2人
備考 IT投資比率から、新規：現行＝3：7

新規のうち60％が新サービス対応と想定
少数精鋭チーム構成 プロジェクトマ

ネージャー
サブリーダー
チームリーダー
パートナー

1人

4人
8人

24人

チームリーダー
パートナー

2人
6人

備考 チームリーダー：パートナー＝1：3

少数精鋭チーム数 8チーム 2チーム

注）APL：プログラミング言語の一種
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とコスト優先のマネジメント、バックオフィ
ス系システム群は従来型のITマネジメント
というように、システムのライフサイクルに
よって分類することが一つの解決策となりう
ると考える。このとおりであれば必ずしもプ
ロジェクトがうまくいくわけではないが、両
者の特性の違いは十分に配慮する必要があろ
う。表２にライフサイクルによるマネジメン
トのウェイトの違いを表してみた。

2	 Gen-Y時代の情報システムに
	 向けての課題と対処

ここまで、Gen-Y時代の情報システムの姿
について論じてきたが、実現に向けてはまだ
さまざまな課題が残されている。

１つは、開発者の確保である。開発スピー
ドを高めるためにプロジェクトを「細切れ」
にしたマイクロプロジェクトにした場合、企
画と開発でチームを分けていたのでは、両者
の認識を合わせる間に時間切れとなってしま
う。また開発においても、IT部門とパート
ナーで役割分担をしていたのでは、打ち合わ
せとレビューに大半の時間を費やすことにな
ってしまう。そのため、企画・開発一体とな
った「少数精鋭」型のチーム編成が求められ
ることになる。開発経験のある人材が不足し
ている現状のなかで、この少数精鋭チームを
どれだけ編成できるかによって、スピード開
発への対応力に差が生じることになる。

インハウスでの開発かアウトソース中心か
によっても、スピード開発への対応力は異な
ってくる。試算してみると、IT組織100人体
制のインハウス開発の場合は、少数精鋭チー
ムが８チームほど組成可能である（表３）。

一方、同20人ほどでアウトソース中心の開発
の場合では２チームほどしか組成できない。
この少数精鋭チームの人材をいかに早く確保
し、チーム数を増やしていけるかが企業の成
長スピードにも影響を与えることになるとい
えよう。

もう１つの課題は、外部サービスやパッケ
ージ製品を活用したシステム構築へ転換して
いくためには、有益（と思われる）サービス
を積極的に採用することができる「目利き」
の能力を手に入れることである。米国の
SaaS利用のＳ社の事例で見たように、これ
までの自社のシステム開発の制約にとらわれ
ない発想を活かす組織に転換しなければ、目
利きは育たない。そのためには、経営層が
ITの利活用について真に理解を示し、リス
クテイクできることが求められる。

最後に、本稿で示したGen-Yが主力ユーザ
ーとなる時代の情報システム像は、近い将来
確実にやってくると推測される。開発体制や
目利きなど人材の育成を考えた場合、その準
備にかけられる時間はあまり多くない。自社
の情報システムをあらためて再点検し、不足
している準備が何なのかを確認し、競合他社
に先駆けて手を打っていくといった判断が求
められていることを、CIOを含めた経営層は
認識すべきである。
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